
第２９期決算公告

貸借対照表（平成２８年３月３１日現在）の要旨

　　　　　　　　　　　　　　鈴鹿サンビジネス株式会社
科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

百万円 百万円

  　流　動　資　産 97   流　動　負　債 16
　  固　定　資　産 7 16
　  繰　延　資　産 　　－

負　債　合　計 16

　株　主　資　本 87       
　 資　　本　　金 65       
 　資 本 剰 余 金 55

55
　　－

　 利 益 剰 余 金 ▲ 33
　　－
▲ 33

0

純　資　産　合　計 87       

資　産　合　計 104 負 債 ・ 純 資 産 合 計 104      

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示している。

資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他

（ 当 期 純 損 失 ）

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金



（第２９期）

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　　　　　･･････建物は定額法、建物以外は定率法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　　　　　･･････ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）
　　　　　　　　　　　　に基づく定額法
　　　　　　　　　･･････その他の無形固定資産は定額法

（３）リース資産　･･････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　　　　　　　　　　　　　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ
　　　　　　　　　　　　イナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リ
　　　　　　　　　　　　ース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、
　　　　　　　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理方法
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

（２）連結納税制度の適用
　　　連結納税制度を適用している。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

発行済株式の種類及び総数並びに資本金等の推移


